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   事 務 所 通 信 

小 笠 原 税 理 士 事 務 所 
〒272-0826 千葉県市川市市川真間 5-7-4 

mei_222@circus.ocn.ne.jp 

TEL 047-712-0466・FAX 047-712-0467 

 

公園の蓮の花 

①  

②  8月 10日・・・令和 3年 7月分源泉所得税・住民税の特別徴収税額の納付期限 

③  8月 31日・・・令和 3年 6月決算法人の確定申告期限（法人税・消費税・法人事業税等） 

④    8月中で都道府県・市町村の条例で定める日・・・個人の道府県民税・住民税の納付（第 2期分） 

⑤ 法人税・消費税・源泉所得税の納付期限の延長手続き・・・新型コロナ禍により、法人が期限までに申    

告・納付ができないやむを得ない理由がある場合には、「申請書」を提出し期限の延長が認められます。 

                           

   

①路線価、6年ぶりに下落・・・国税庁は 1日、相続税や贈与税の算定基準となる 2021年分の路線価 

（1月 1日時点）を発表した。全国約 32万地点の標準宅地は全国平均で前年に比べて 0.5％下落した。 

新型コロナウイルスの影響で観光地や繁華街などがマイナスに転じ 6年ぶりに前年を下回った。 

路線価のトップは、36年連続で東京都中央区銀座の文具店「鳩居堂」前、1平方メートルあたり 4，272万円。 

②法人最低税率 15％以上で合意・・・G20財務省・中央銀行総裁会議は、国際的な法人課税の新ルールを明記

した共同声明を採択した。グローバル企業に対して、域内に物理的な拠点がない国・地域でも売上高に応じて 

課税できるデジタル課税へと舵をきる。消費者やユーザーがいて、利益を生み出していれば、その国が課税で

きるようになる朗報。新型コロナウイルスによる富の偏在を是正しようとする機運がこれを後押しした。 

令和 3年 8月の税務と提出期限 

今月の気になった記事 

 

令和 3年 

 8 月号 
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1、消費税の納税におけるインボイス（請求書・送り状）の役割 

消費税の納税を行うにあたって請求書が果たしている役割ですが、 企業は、「前期の売上高が 1,000万円

以上」などの条件を満たすと、消費税の納税を行う必要のある「課税事業者」とされます。 

この場合、自社のお客様から一時的に受け取った消費税額を納付する必要がありますが、「自分が支払った消

費税額」は差し引いて納税することが認められています。（これを「仕入税額控除」と言います） 

この際、「自分が支払った消費税額」を正確に把握するために利用されるのが請求書です。そのため、請求書には正

確に消費税額が把握できるような情報が必要であることはもちろん、法律上保存しておくことも求められるのです。 

 

 

2.仕入税額控除の要件が、令和 5 年 10月から変わります。 

 ～令和 5年 9月 

【区分記載請求書等保存形式】 

令和５年１０月 ～ 

【適格請求書等保存方式】（いわゆるインボイス制度） 

帳 簿  一定の事項が記載された 帳簿の保存 

 

 

 

区分記載請求書等保存方式と同様 

請求書等 区分記載請求書等 の保存  適格請求書（いわゆるインボイス）等の保存 

 

 

3. なぜインボイス制度が必要？  

1）2019年 10月の消費税増税に伴い軽減税率が導入されたことで、現在は商品の仕入れや販売に関して、2種類

の税率が並行して運用されている状態です。そこで、従来の「請求書等保存方式」のほか「適格請求書等保存

方式」を導入することになりました。 

2）適格請求書等保存方式の導入は、取引の透明性を高めながら、正確な経理処理を可能にすることが目的です。

課税事業者が仕入税額控除を受けるには、仕入れにかかった消費税がいくらだったのか、証明できなくてはな

りません。複数税率になり、正確な消費税額の証明方法として、適格請求書等保存方式となります。 

「消費税のインボイス制度」って何？ 
 

仕入税額控除の仕組み 
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 例年 6月頃、会社員は勤務先を通じて「住民税決定通知書」を受け取る。同様に個人事業者にも住民税の 

納付書が送付されます。会社員は、1年分を、12回で分割納付ですが、個人事業者は、4回の分割納付で、 

1回の納付額が、多額になることもあり、何に使われるかわからないと、不満が多い税金です。 

 

１ 住民税とはなんですか？   

税金は、国に納める国税と地方自治体に納める地方税にわけられます。国に納めるのが 

国税といい給与など所得にかかる「所得税」、地方自治体に納めるのが、「住民税」。 

例えば、収入があると「所得税」と「住民税」とセットで支払いが発生します。 

２ 何に使われるのですか？ 

主に、教育・福祉、消防・救急、ごみ処理といった身近な行政サービスに使われます。 

住民税は、都道府県民税と区市町村民税があり、1月 1日時点で住所がある自治体に納付  

します。2021年度の税収の見込額は、国税と地方税と合わせて約 100兆円でそのうち 40％

が地方税です。 

３ 税額はどのようにきまるのでしょうか？ 

住民税は、均等割と所得割で課税されます。均等割は、都道府県民税は、1500円。区市町村民税は 3500

円で合計 5000円が標準です。所得割は、前年の所得に対して、10％が課税されます。内訳は、都道府県民税

が 4％、区市町村民税が 6％で、税率が一定です。 

４ 何に対して課税されるのですか？ 

10種類の所得です。内容は 1）利子所得、2）配当所得、3）不動産所得 4）事業所得、5）給与所得 

 6）退職所得 7）山林所得 8）譲渡所得 9）一時所得 10）雑所得があります。例えば、会社員は、 

給与から、「所得税、住民税」「社会保険料、厚生年金保険料」と控除額は約 30％にもなります。 

４ どのような収入があったら課税されるのでしょうか？                                  

 

 

1.大手銀行、小口送金網「ことら」で自治体、税公金納付のハブとして活用検討 

 3メガバンクとりそな銀行は、紙のやり取りが主体だった納税手続きを電子化する。複雑な紙のやりとりで 

年間 600億円かかっているコストの圧縮につなげる。 

2.税金の時効は原則 5年、脱税 7年/督促状があればゼロにリセット 

 国税当局が持っている、税金の「徴収権」は、納期限から基本的に 5年（贈与税は 6年）で消滅する「時効」 

が設けられている。たとえ、所得税の納め忘れがあっても、それが 6年以上なら督促されることはない。 

ただし、税金をごまかす意図があると 7年に、そして督促状がくると、その日からのカウントになる。 

3.2021年 1月～6月、観光産業の休廃業・解散が過去最多で増加 

 観光産業で休廃業・解散に至った件数は、一般旅行業で前年同月の 2.3倍となる 30件。旅行代理店で前年

同期の 2倍となる 50件、ホテル・旅館では前年同期の 1.52倍の 104件と増加。 

4.7月スタート、故人の加入保険を一括照会 

死亡した近親者がどのような保険に加入していたかを一括して照会できる新たな制度が 7月 1日にスタート

した。照会は、生命保険協会のウエブサイトか書類の郵送によって行い、利用料は 1回あたり 3千円だ。 

 

行政サービスの対価として、住民税を払う。 


